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圧力容器温度や格納容器温度をはじめとした、

プラントパラメーターは24時間、常に監視を継続

３号機 ４号機２号機１号機

各号機ともに「冷温停止状態」を継続

（１）１～４号機の状況
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2023年 3月 R0
東京電力ホールディングス株式会社
福島第一廃炉推進カンパニー

圧力容器
底部温度

格納容器内
温度

燃料プール
温度

原子炉
注水量

１号機 約14℃ 約13℃ 約26℃ 約6.0㎥/時

２号機 約23℃ 約23℃ 約25℃ 約1.7㎥/時

３号機 約17℃ 約15℃ 全燃料取出完了
監視対象外 約3.7㎥/時

2023年3月6日 11:00 時点の値

１号機 ２号機 ４号機３号機

注水
ペ
デ
ス
タ
ル

前室

615体

燃料取り出し用カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535
（2014/12/22燃料取り出し完了）

大型カバー設置準備作業開始

(2020/12/19～)
南側構台設置準備作業開始

（2020/7/20～）

注水

遮へい体

燃料取扱機
クレーン566体

FHM
ガーダ

ドーム屋根
ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

取り出し完了燃料（体）

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体

養生バッグ
原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料デブリ

ペデスタル

サプレッション
チェンバ（S/C）

仮
設
構
台
設
置
中
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《参考》告示濃度（周辺監視区域外
の水中の濃度限度）

・セシウム137： 90Bq/L
・セシウム134： 60Bq/L

Bq/l

海側遮水壁

（２）港湾内外の放射性物質濃度の変化

事故後放射性物質濃度は徐々に低下し、事故直後と比較して1/1,000,000未満まで低減
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物揚場前（港湾内）
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５．６号機放水口北側（港湾外）

Bq/l

Bq/l

Bq/l

１～４号機取水口内南側(港湾内遮水壁前)

データ更新日 2023年3月7日

海側遮水壁閉合作業
完了(2015/10/26)

南放水口付近(港湾外)
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多核種除去設備
(ALPS)

注水ポンプ

タービン
建屋

原子炉格納容器
原子炉圧力容器

原子炉建屋

使用済燃料プール

地下水

注水タンク

セシウム吸着装置

原子炉注水
約200m3/日

循環注水冷却

※4

約４０m3/日

淡水化装置

キュリオン サリー

ウェルポイントなどからのくみ上げ量
約１０m3/日（1/5-2/2）

約２４０m3/日

セシウム／ストロンチウム

濃度低減済
セシウム／ストロンチウム

濃度低減済

トリチウムを除く
62核種の大部分を除去

（告示濃度比総和[1以上」含む）

トリチウムを除く
62核種の大部分を除去

（告示濃度比総和[1以上」含む）

ストロンチウムも
除去できるよう改良
ストロンチウムも
除去できるよう改良

建屋内外の水位差を維持することにより、建
屋内滞留水の漏えいを防止

燃料デブリを安定的に冷却するため、格納
器容器内への循環注水を継続

地下水流入等により増え続ける汚染水につ
いて、流入を抑制するため地下水バイパス・
サブドレン・陸側遮水壁等で対策

建屋内外の水位差を維持することにより、建
屋内滞留水の漏えいを防止

燃料デブリを安定的に冷却するため、格納
器容器内への循環注水を継続

地下水流入等により増え続ける汚染水につ
いて、流入を抑制するため地下水バイパス・
サブドレン・陸側遮水壁等で対策

（３）汚染水と原子炉循環冷却の概念図
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貯蔵タンク(*３)

ALPS処理水等

約1,317,846m3(*1)

（2月16日時点）

約1,317,846m3(*1)

（2月16日時点）

(*1)「水位計の測定下限値からタンク底部までの水を含んだ貯蔵量」
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(*2)フランジ型タンクに貯蔵していたストロンチウム処理水については2018年11月17日に水抜きを完了

(*3)フランジ型タンクに貯蔵していた多核種除去設備処理水については2019年3月27日に溶接型タンク
への移送を完了

サリーⅡ

ストロンチウム処理水

（ALPS処理前水）

貯蔵タンク(*2)

約8,765m3(*1)

（2月16日時点）

約8,765m3(*1)

（2月16日時点）

地下水や雨水の流入量

汚染水発生量
約１３０m3/日

（2021年度平均）
※中長期ＲＭマイルストーン

汚染水発生量 150ｍ3/日程度に抑制を達成

約３０m3/日

（1/5-2/2）

※４ 1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋の

床面露出について、建屋滞留水の水位を低下させ目標を達成したことを

2020年12月24日に確認



方針１．汚染源を取り除く

①多核種除去設備(ALPS)による汚染水浄化
②トレンチ※内の汚染水除去 ※配管などが入った地下トンネル

⇒① 2015年5月にタンク内に貯蔵していた高濃度汚染水の浄化完了

② 2015年12月に汚染水除去完了

方針２．汚染源に水を近づけない

③地下水バイパスによる地下水くみ上げ
④サブドレン（建屋近傍の井戸）での地下水くみ上げ
⑤凍土方式の陸側遮水壁の設置
⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装

方針３．汚染水を漏らさない

⑦水ガラスによる地盤改良
⑧海側遮水壁の設置
⑨タンクの増設（溶接型へのリプレース等）

⇒⑦ 2014年3月に水ガラスによる地盤改良完了

⑧ 2015年10月に閉合完了

⑨ 溶接型タンクの増設 2020年12月11日 タンク容量確保目標を

達成 総タンク容量 約1,368千m3

（４）「汚染水対策」の３つの基本方針
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⇒③ 汲み上げ／排水（※）中（合計約80.4万トン〔3月7日時点〕 ）

④ 汲み上げ／浄化／排水（※）中（合計約147.3万トン〔3月6日時点〕）

（※）水質基準を満たしていることを確認した上で排水

⑤ 2016年3月に凍結を開始し、2018年9月に凍結完了

⑥ 2015年度末に概ね終了（建屋周りや海側法面部を除く）
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揚水井

地下水位

原子炉建屋

⑦水ガラス
地盤改良

浄化処理
⑨溶接型タンクへの
リプレース及び増設

屋根破損部補修

⑧
海
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滞留水

⑤
陸
側
遮
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壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

更なる
水位低下

開
渠
内

②トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

④
サ
ブ
ド
レ
ン
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凍土遮水壁とサブドレン等の重層的な汚染水対策により地下水位を安定的に制御

（５）重層的な汚染水対策に伴う汚染水発生量の低減
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凍結プラント：
不凍液（ブライン：－３０℃）製造装置

システム構成
冷凍機（２６１ｋＷ） ：３０台
クーリングタワー ：３０台
ブライン供給ポンプ ：１０台

陸側遮水壁： 延長 約 １，５００ｍ

陸側遮水壁の構成 陸側遮水壁（凍結イメージ図） 地下水流入抑制イメージ

最後に残った未閉合箇所の凍結が完了(2018年9月)し、引き続きほぼ全ての範囲で地中温度が０℃を下回るとともに山側では４～５ｍ
の内外水位差を形成。2018年3月7日に開催された汚染水処理対策委員会で、陸側遮水壁とサブドレン、敷地舗装等の重層的な汚染水
対策により地下水位を安定的に制御し建屋に地下水を近づけない水位管理システムが構築されたと評価。

凍結開始

2016年
3月

2016年
6月

陸側凍結
範囲拡大※

2017年
8月

陸側最終
未凍結箇所
凍結開始

海側

陸側

陸側

海側
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2018年
9月

陸側最終
未凍結箇所
凍結完了

※未凍結箇所
７箇所除く

ｍ３/日

日
平
均
汚
染
水
発
生
量

mm/日

日
平
均
降
雨
量



7

（６）ＡＬＰＳ処理水等の処分方法「海洋放出」
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ALPS処理水の海洋放出に必要な設備等の設計及び運用は、関係者の方々のご意見等を伺いつつ、政府方針の
着実な実行のための計画を作成し、原子力規制委員会による認可の取得のための準備を進めます

⑤放出水のトリチウム濃度
放出水のトリチウム濃度は、
1,500ﾍﾞｸﾚﾙ／㍑未満とし、
放出前のトリチウム濃度と希
釈水量で評価する

放出量

当面は、事故前の福島第一の放出管理目標値であ
る年間22兆ﾍﾞｸﾚﾙの範囲内で行い、廃炉の進捗等に
応じて適宜見直す

敷地利用計画

ALPS処理水を安定的に放出し、かつ廃炉に必要な
施設の建設を進めるため、政府方針を踏まえた必
要な対応について精査していく

④緊急時の措置

故障や停電により設備が計画している機能を発揮できな
い場合など、すみやかに放出を停止する

③希釈

大量の海水（100倍以上）にて希釈
するため、希釈後の放出水のトリ
チウムを除く核種の告示濃度比総
和は、0.01未満となる

②処理水の分析

ALPS処理水中のトリチウム、62核種（ALPS除去対象核種）及び炭素14
の放射性物質の濃度の測定・評価結果は随時公開し、第三者による測定
や公開等も実施する

①二次処理

必要に応じて二次処理を実施し、安全に関する規制基準値を確実に下
回る*ことを確認する

ストロンチウム処理水
（ALPS処理前水）
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（７）安全確保のための設備の全体像（風評影響を最小化）
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放出量

当面は、事故前の福島第一の放出管理目標値である年間22兆ﾍﾞｸﾚﾙ
の範囲内で行い、廃炉の進捗等に応じて適宜見直す

敷地利用計画

ALPS処理水を安定的に放出し、かつ廃炉に必要な
施設の建設を進めるため、政府方針を踏まえた必
要な対応について精査していく
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作業員の被ばく線量管理を確実に実施するとともに長期にわたる要員の確保に取り組む。現在、福島第一の発注の約９割で随意契約を適用
また、現場のニーズを把握しながら継続的な労働環境の改善にも取り組んでいく。

（８）労働環境の改善

作業員数の推移

作業員の月別個人被ばく線量の推移
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mSv

被
ば
く

線
量
（
月
平
均
線
量
）

・「連続ダストモニターの測定結果」をふまえ、Ｇゾーンエリア
を拡大 (ダストモニター 青二重丸) 。

・2018年5月から１～４号機周辺道路についても Gゾーン
とした。これによりGゾーンの割合は約９６％に拡大。

１月の作業人数（協力企業作業員及び東電社員）は 平日１日あたり４，５９０人

１月時点における地元雇用率（協力企業作業員及び東電社員）は約７０％
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福島第一原子力発電所敷地内の環境線量低減対策の進
捗を踏まえて、１～４号機建屋周辺等の汚染の高いエリア
とそれ以外のエリアを区分し、各区分に応じた防護装備の
適正化を行うことにより、作業時の負荷軽減による安全性
と作業性の向上を図る。

装備不要で移動できるエリア
（2018年10月～）

休憩所周辺と免震重要棟周辺を結ぶ
歩道等（2018年10月～）と1-4号機の
西側にある高台（2018年11月～）も装

備不要となった

新たに拡大したエリア

福島給食センター

利便性の向上

約1,200名が利用できる構内大型休憩所を

2015年5月31日より運用開始

福島給食センター (大熊町) 設立
（2015年3月31日完成）

労働環境の整備

大型休憩所

大型休憩所食堂

・１日2,000食を提供
・福島県産食材を使用

放射線防護装備の適正化

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

※装備不
要エリア
も含む

2023年1月平均
0.23ｍSv（暫定値）
2023年1月平均
0.23ｍSv（暫定値）

（参考）
５年間の線量限度 100mSv/5年を

月平均した値 1.67mSv/月



（９）中長期ロードマップ改訂・中長期実行プランの概要
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冷温停止状態達成
・放出の大幅抑制

安定化に向けた取組 第１期

汚染水対策
・汚染水発生量を１５０ｍ

３
／日程度に抑制 ２０２０年内

・汚染水発生量を１００ｍ３／日以下に抑制 ２０２５年内

・建屋内滞留水処理完了 ２０２０年内＊
＊1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却建屋を除く建屋内滞留水の
水位を低下し床面を露出。

・原子炉建屋滞留水を２０２０年末の半分程度に低減 ２０２２年度
～２０２４年度

第２期 第３期

プール燃料取り出し
・１号機大型カバーの設置完了 ２０２３年度頃
・１号機燃料取り出しの開始 ２０２７年度

～２０２８年度
・２号機燃料取り出しの開始 ２０２４年度

～２０２６年度
・１～６号機燃料取出しの完了 ２０３１年内

燃料デブリ取り出し
・初号機の燃料デブリ取り出しの開始 ２０２１年内

（２号機から着手。段階的に取り出し規模を拡大。※新型コロナウイルス感染拡大の影響及び
作業の安全性と確実性を高めるため工程を見直し、2023年度後半目途に着手する）

廃棄物対策
・処理・処分の方策とその安全性に関する技術的な見通し ２０２１年度頃
・ガレキ等の屋外一時保管解消 ２０２８年度内

中長期ロードマップ改訂 ( 2019.12.27 ) 目標工程（マイルストーン）

使用済燃料取り出し開始
までの期間（2年以内）

燃料デブリ取り出しが
開始されるまでの期間（10年以内）

2011年12月 2013年11月（4号機使用済燃料取り出し開始）
2019年 4月（3号機使用済燃料取り出し開始） 2021年12月

冷温停止から
30～40年後

廃止措置終了までの期間（30～40年後）

目
標
工
程
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第３-①期

2031年末

２号機燃料取り出しの開始（2024～2026年度）
– 原子炉建屋を解体せずに燃料を取り出すため、原子
炉建屋南側に構台を設置

– オペフロの除染・遮へい等による線量低減を行った上
で燃料取扱設備を設置

– 燃料取り扱い訓練を行った上で燃料取り出しを開始
１～６号機燃料取出しの完了(2031年内)
– ３号機は、2021年2月28日に燃料取り出し完了
5,6号機は、1,2号機の作業に影響を与えない範囲で、
燃料を取り出す

– 各号機の使用済燃料を共用プールで受け入れるため、
予め共用プール内の使用済燃料を乾式貯蔵容器（キャスク）に貯蔵し高台で保管

– 構内の敷地を確保した上で仮保管設備を増設
図：燃料デブリ取出設備のイメージ

ロボットアーム

格納容器

Ｘ-６ペネ

燃料取り出し用構台

１号機大型カバー設置（イメージ）

２号機燃料取扱設備を設置（イメージ）

燃料デブリの取り出し
2号機燃料デブリ試験的取り出し装置（ロボットアー

ム）の性能確認試験が終了
-昨年8月より実施していた、国内工場（神戸）でのロボ
ットアームの性能試験および操作訓練が1月21日に終
了したことから、楢葉モックアップ施設へロボットアームを1
月31日に輸送を実施
-2/14から性能確認試験および操作訓練開始

※本資料には技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID）の成果を活用しております。

達成

達成

プール燃料取り出し
１号機大型カバーの設置完了(2023年度頃）
1号機は大型カバーを設置し、使用済燃料の取り出し
を実施する予定。大型カバーは原子炉建屋にアンカー
で支持する設計としており、準備作業として、8月下旬
以降より、アンカー削孔装置を用いて遠隔操作により
アンカー削孔を開始する
１号機燃料取り出しの開始（2027～2028年度）
– ガレキや崩落した天井クレーン等の撤去、事故により
ズレているウェルプラグ(原子炉格納容器の上部に設置
される遮へいコンクリート)の処置、除染・遮へい等による
線量低減を行った上で燃料取扱設備を設置

– 燃料取り扱い訓練を行った上で燃料取り出しを開始



（参考）福島第一原子力発電所 構内配置図
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